
･各自治会の活動が、防犯や防災など地域力の向上につながり、住みよいまちづくりを進めることがで
きた。また、各自治会での加入勧誘活動や自治会連合会による啓発活動等により、自治会加入率が維
持された。その一方で、社会情勢が変化する中、現状の加入率維持の他、特に加入率の低い自治会で
の方策の検討が必要である。　･活発な自治会活動の拠点として、各集会所が機能したが、集会所の耐
用年数等を考えると、今後は計画的な建替え計画と財源確保が課題となる。　・小学校区単位のコ
ミュニティ形成を見据えて、自治会連合会にて先進地（枚方市）を視察。　･精華町コミュニティー
ホールについては、平成18年度の指定管理者制度導入以降、比較的高い稼働水準を維持することがで
きている。引き続き、住民に利用しやすい施設としての運営に努める必要がある。

3-2.＜住民ニーズ等を踏まえた課題・他自治体の取り組みから学べる点＞

･他団体における集会所の建設では、国や府の補助金の確保を前提として助成する事例が多く見られ
る。また、助成限度額を設ける団体も多数見られ、本町と同様に地元において財源が確保できた場合
のみ建て替えている事例が多い。　･京都市では、自治会加入率向上を目指し自治会加入を奨励･推進
する条例が制定されている。一方で条例等に頼らず、｢共助｣の精神に基づく防災･防犯や地域福祉等の
活発な自治会活動により高い加入率を維持する自治会も存在する。　･自治会連合会の発足に伴い、町
政協力員制度と相まって、連合会を通じた町政推進のシステム構築が課題である。　･広域的なコミュ
ニティーの形成に向け、住民が多目的に使用できる施設が未整備の山田荘小学校区では施設整備の強
い要望がある。

実績

3-1.＜指標から読み取れる成果と課題＞

④
目標 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0

実績 66.1 58.2 60.4 66.3

⑤
目標

実績 38 38 38 38
③

目標 38 38 38 38 39 39

実績 87.6 85.1 85.6 85.4
②

目標 - 88.0 88.0 90.0 90.0 90.0

実績 80 80 80
①

目標 80 80 80 80 80

H27(試算)

80

H22(実績) H23(実績) H24(実績) H25(実績) H26(試算)

80

⑤

④
精華町コミュニティーホー
ル稼働率

%
利用時間実績/利用
可能時間

③ 集会所数(区立を除く) か所
29 24

総務課調べ
木津川市

② ○ 自治会加入率 %
京田辺市

総務課調べ
87.0 24

算式・引用等

整備済校区数/小学
校区数

重
点

指標 単位
他団体比較

団体名／実績／年度

2.＜指標の設定＞

① ○
小学校区別多目的施設整備
率

%

実施内容

◆小学校区単位での防災や防犯の取り組み　◆集会所等の管理委託及び維持修繕　◆コ
ミュニティー拠点の確保

◆自治会活動がしやすい環境の整備　◆地域力の強化
◆全ての小学校区で多目的利用施設を確保

基本計画 コミュニティー･地域福祉

1.＜施策の概要＞

基本構想 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり
統括課 総務部・総務課

施策 コミュニティー

関連課

総務部・企画調整課

方針・
目標等
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4-2.＜施策を構成する事業の成果と課題＞

･集会所建設事業では、精華町新築等費用分担金徴収条例の見直しと精華町地区集会所の新築等費用分
担金減免要綱の制定により、地元負担が軽減され、集会所の建替え要望が増加することが見込まれ
る。一方、設計業務や建設事業に伴う財源の確保がこれまで以上に必要になる可能性がある。 ･コ
ミュニティーホール運営事業は、指定管理者制度の導入以降、施設の稼働率については、指定管理者
導入前に比べると高い水準を保っている。使いやすい施設として運営するため、既設備品や空調設備
等の経年劣化による不具合に対応していく必要がある。また、平成26年度以降の賃貸契約関係につい
ては、家主であるUR都市再生機構と協議を進める。

5.＜施策の今後の方向性＞

･まちづくりの基礎単位である自治会を育成しながら、自治会連合会等での議論を中心に小学校区単位
のコミュニティー圏域の形成を醸成する。 ･小学校区単位でのコミュニティー圏域における活動拠点
の構築が必要とされた際には、現状の各自治会集会所の位置付け、あり方について検証が必要とな
る。 ･自治会の活動領域拡大を目指し、自主防災組織や小地域福祉委員会、防犯委員等の組織発足を
支援する。 ･住民主体のまちづくりに向けて、財源の確保などを考慮しながら、広域コミュニティー
施設の確保実現に向け検討を進める。 ･公共的活動団体の支援を進めるため、公共施設利用促進の制
度創設など全庁的な検討を進める。

9

8

7

6

5

46,800

- - - 11,102 17,500 7,000

- -

- -

投資的事業

- 11,102 17,500

59

4

集会所建設事業3

総務課

4,881 3,599 4,190 4,333 4,427

- 15,377 21,775 51,075

6,286 6,500一般事業

コミュニティーホール運
営事業

1,200 2,037 1,269 1,2632

企画調整課 4,829

一般事業 65

1,406 1,500

1,200 2,037 1,269 1,263 1,406 1,328

9,835 10,561 10,775

集会所管理事業 8,714 7,435 6,334 5,5601 ○

総務課 11,001 12,673 11,779

59

6,286 6,500

8,672 6,824 6,334 5,560

事業費(人件費含む)／事業費のみ／事業費一財　＜単位：千円＞

H22(実績) H23(実績) H24(実績) H25(実績) H26(予算) H27(試算)

4-1.＜施策を構成する事業＞

重
点

部　門
／事業名

／種別／決算書説明頁
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